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　会計理論一会計理論だけにかぎらないが一というものは、会計問題としては一部分について論
ずるとしても、会計全体を意識して論じられるべきである。理論が首尾一貫して構成されているなら
ば、そうなっているはずである。たとえば、経営状況の報告という機能を主眼として理論を構成する
ならば、それを意識して、また、分配可能利益算定という機能を主眼として理論を構成するならぽ、
それを意識して、統一的に論じられなけれぽならない。本稿では、資本を論ずるにあたり、財務会計
の主たる目的を分配可能利益算定に置いて、それを基礎にして理論を構成するものとする。
　会計理論として資本を取り扱うとき、安易に「資本概念」について論じているのを見かけることは
多い。もちろん資本を取り扱うならば、その概念を規定することは必要なことである。しかし、いわ
ゆる「資本概念」として一般に論じられているところを見ると、単に資本という語の用語法をのべて・
いるにすぎない場合がほとんどである。用語法とは使用する語をどの意味に用いるかということ癒あ
り、概念とは事物の本質的な特徴をとらえ、その一般性を抽出されたものである。したが6て、両者
は区別して論じられるべきである1本稿では、「資本概念」を論ずるのが目的であって、そのために
「資本の用語法」を先に規定しておくことにする。
　会計上、資本と利益とを問題とする場合、しばしば、「企業会計原則」・一般原則の3「資本取引と
損益取引とを明瞭に区別し、特に資本剰余金と利益剰余金とを混同してはならない。」の規定がもち
出される。その場合、この原則が「資本取引・損益取引区分の原則」であるところから、資本と利益
との問題といえば、つねに資本と利益との区別が論じられているとみられる。だが、区別について論
じられるというとき、それは両者が十分に異なっているということではない。両者がはっきりと異な
っているのならば、あえて区別を論ずる必要はないであろう。異るべき両者にかなりの共通点があっ
て、うっかりすると両者を混同する恐れがあるからこそ区別が大いに論じられるのである。また、論
者によって資本および利益に属するものが異なっているが、それは両者が大いに共通点をもっている
ことの証拠であろう。したがって、資本と利益との問題については、資本と利益との区別を問題とす
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るのみでは不十分であり、区別する前に両者の共通点こそが問題とされなければならない。本稿で
は、「資本の概念」を規定するにあたり、会計の主たる目的を主眼におき、資本と利益との共通点を
取り上げることにする。
1　「資本」という用語
　　「資本」という用語は多義語である。用語というものは学問により、論者により、その意味する内
容を異にしている。それは「資本」という用語についても言いうる。
　　「資本」という語は一般に「もとで」を意味する。「もとで」とは、現金・預金、債権、有価証券、
設備資産、土地などの会計上いうところの有形資産、および、特許権などの会計上いうところの無形
資産を意味する。しかし、「資本」をこのような意味に用いるのは会計の用語法ではない。
　リトルトン教授は複式簿記の生成要因のひとつに「資本」をあげておられる。それは「富」（wealth）
という意味での「資本」である。＊しかし、単なる「富」は「資本」ではなく、「富」は蓄積され、さ
らに新たな「富」を産み出すようになって「資本」となる。＊＊すなわち、ここでいう「富」とは『商
品や船の形態にあって活動し、回転し、つねに変形しつつ、より多くの富を産み出すところの生産的
富でなければならない。』＊＊＊したがって、ここにいう「資本」とは商品、船などの会計上いう資産を
意味する用語であると解せられる。このような用語法は経済学的な用語法と見るのが適当であるよう
に思われる。
　　＊　A．C．　Littleton　rAccounting　Evolution　to　1900」1933年庁野一郎訳「会計発達史」昭和45年　p．23，
　　27参照、および、A．　C．　Littolet6n「The　Antecedents　of　Double－Entry」Accounting　Review　lg27年
　　6月号　p．140　参照。
　＊＊　庁野一郎訳　上掲書　p．27参照。
　＊＊＊　庁野一郎訳　上掲書　p．27
　貸借対照表貸方全体を「資本」という用語で表現する者は多数存する。「資本」について、このよ
うな用語法をとる者はほとんど「資本」を自己資本と他人資本とに区別して、あるいは、短期資本と
長期資本とに区別して論じている。しかし、この「資本」という語は会計本来の用語法ではない。上
野道輔教授によるニックリッシュの所説の紹介の中に次のことがある。『ニックリッシュは経営経済
学の根本概念としての資本および財産の概念を建設、説明するに方り、その理論の基礎を貸借対照表
に求め、「貸借対照表は営業財産と資本とを互に対照して表示し、前者に「積極」、後者に「消極」と
いう標題を附する」という。故に貸借対照表の借方は営業財産すなわち財産を表示し、貸方は資本を
表示するものとなすのである』＊と紹介されておられる。このように貸借対照表貸方を「資本」と解す
る用語法はニックリッシュによるものであって、経営経済学上の用語法である。つまり、この用語法
は企業財務の研究において、「資本」の構成を問うときに用いられる用語法であって、会計本来の用
語法ではない。しかし、この場合の企業財務の研究が貸借対照表を問題としてLlることを考えるなら
ば、「資本」という用語の混乱を避けるべく、「資本」という用語の代りに、企業が運用する資金の源
泉、すなわち、「資金」という用語を用いた方が適当であろう。
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＊上野道輔「貸借対照表論」昭和3年　p．312（Nieklisch　rWivt・schaftliche　Betrieblehre」s．59引用訳）
　一般に「資本」を研究対象とする会計を資本会計とよぶことが行なわれている。そして、資本会計
の領域は、「資本」を広義に解するか狭義に解するかによって異なっている。広義に解する場合の資
本会計の領域は標準的作成による貸借対照表の「資本の部」の範囲内とされている。＊しかし、財務
会計と財務諸表とを厳密に区別するとすれば、財務会計は処理を行なうものであり、財務諸表はそれ
を公表するものである、と言えるので、厳密に言えば、「資本」を「資本の部」と解するのは財務諸
表論上の用語法とみるのが適当であろう。だからと言って、資本会計の領域として「資本の部」を研
究対象とするのが誤りであるというのではない。単に資本会計という用語法が不適当なだけである。
ここにいう「資本」が「資本の部」と解されるのは純粋に会計の立場からではないことが理解されれ
ば十分である。
　＊　丹波康太郎「資本会計」昭和32年　pp．69－73参照、中村忠「資本会計」昭和36年　p．10参照、新井清
　光「資本会計論」昭和40年　p．39　参照、および、染谷恭次郎・武田安弘「現代資本会計論」昭和46年p．3
　参照。
　「資本」はまた「純財産」の意味に用いられる。「純財産」は「資本の部」とその範囲を同じくす
る。しかし、両者はその理解の方法を異にするので、同一視することは適当ではない。「資本の部」は
「負債の部」と並列的に示されているのに対して、「純財産」は積極財産総額と消極財産総額との差
額である。この「純財産」部分は人的勘定学説によって負債視されてきたものであるが、ビューグリ
によって初めて「純財産」として負債から独立せしめられたものである。＊「資本」をもって「純財産」
を意味する用語法は皿においてみるヒューグリ・シェアーの物的一勘定系統説に基礎をおくものと言
える。
　＊　畠中福一「勘定学説研究」昭和24年　p．291参照。
　「資本」を狭義に解する資本会計の領域は払込資本をその主要部分とする諸項目を研究対象とす
る。＊すなわち、ここにいう「資本」とは『資本』とr利益』という場合のr資本』である。会計の
主たる目的が分配可能利益の算定であってみれば、用語法として、利益と比較されるr資本』こそ会
計上いうところの「資本」であると考えられる。
　＊　山下勝治「会計学一般理論」昭和41年　pp。145－188　参照、および、新井清光　前掲書　p。39参照。
　r資本』という語はまた「資本金」部分を意味する。会計において「資本の部」をr資本』と利益
とに区分することは意味があるが、r資本』をさらに「資本金」と資本剰余金とに区分することは特
に意味があるわけではない。このような区分は財務諸表の表示ということにおいて確立されているも
のである。だが、また、それは他の分野においても意味がある。
　商法において資本維持ということが要求されている。絶対的な資本維持ということを考えるなら
ば、「資本金」部分と資本剰余金（資本準備金）とを区別する必要はなく、これら両者はともに維持
されなければならない。しかし、相対的な資本維持ということを考えるならば、これら両者を区別し
て、資本剰余金（資本準備金）の弾力的な取り扱いがなされなければならない。しかも、絶対的な資
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本維持を要求するよりも、相対的な資本維持を要求することは現実的にみて適当であるし、財務政策
上すぐれていると考えられている。時として、経営活動の不振および臨時巨額の損失が生ずることは
ありうる。そのときにr資本』を減少させることが行なわれる。しかし、そのようなときに、つねに
『資本』全体を増加・減少させるよりも、『資本』を『資本金』と資本剰余金（資本準備金）とに区
分して、その増加・減少にワン・クッションおく方が経営財務上からすぐれている方法であるとされ
ている。すなわち、r資本』を「資本金」と資本剰余金（資本準備金）とに区分することが、法律、
経営財務から意味があるゆえに、それが貸借対照表に表示されるのである。その場合、経営財務にお
いては貸借対照表表示ということにおいて確立された用語法にしたがっているが、法律においては、
「資本金」部分を特に「資本」とよぶ。この「資本」は通常、「法定資本」の法律上の用語である。
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ll　資本と持分
　　　　一持分会計批判一
　近年、貸借対照表貸方を「持分」なる概念によって統一的に理解しようとする試みがなされてい
る。だが、「持分」なる概念はいったいいかなる概念であるのかあまりはっきりしない。したがって、
以下、持分会計を主張する者の主張するところから「持分」概念を推測して論を進めることにする。
　丹波康太郎教授は「資本会計」という著書において次のようにのべておられる。『資本提供者から
企業目的のために財産が提供された場合には、企業の会計は、これを企業資産として把握するととも
に、資本提供者に対して、彼らがその特定財産に対する所：有権を失った代りに取得するにいたった企
業資産総体に対する一般的・包括的な権利すなわちエクイティを記録する。このエクイティには、資
本提供者のいかんによって債権者持分（creditors’equity）と出資者持分ないし株主持分（proprietary
equity，　stockholders’equity）が存する。』＊と。同教授は「持分」を企業資産総体に対する一般的・
包括的な権利という意味に解している。しかし、そこでは一般的・包括的な権利とは何かということ
についてはなにものべられていない。ただ、同教授が別の論文においてr醸出者は従来もっていた財
産そのものに対する所有権を失った代りに、企業資産の総体に対する包括的な請求権を得る。』＊＊との
べておられるところから察すると、一般的・包括的な権利と包括的な請求権とはイコールであり、「持
分」とは「請求権」という意味に用いられていると理解される。
　＊　丹波康太郎　前掲書　p．29
　＊＊　丹波康太郎　「資本会計と会計主体論」会計第76巻3号　p．23
　高松和男教授はその書「持分会計論」において、次のようにのべておられる。r企業体理論におけ
る持分概念は、企業体と利害者集団との取引関係を基礎とするものであり、その本質を端的に表現す
るならば、企業体に対する利害者集団の「利害」ということである。』＊と。さらに、『企業体理論に
おける持分問題の第一の特徴は、このように企業体に対する利害者集団の利害として、持分の本質的
規定が行なわれるということである。よって、持分概念の説明のために用いられる投資とか請求権と
か源泉とかの観念は、いずれも「利害」の内容の一面を示すものとみられる。この点、「’持分」に関
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，する本質的規定と内容的説明とを混同してはならない。』＊＊とのべておられる。同教授は「持分」を
「利害」と解し、投資とか請求権とか源泉とかはその内容である、というのである。しかし、また、
同教授は次のようにのべておられる。『企業体理論における持分概念は、企業体と利害者集団との取
引関係を基礎とするものであり、それは利害者集団の企業体に対する請求権をあらわすものである。
………ｻの投資に対する請求権が利害者持分を構成することになる。』＊＊＊と、つまり、同教授は「請
求権」を「持分」の内容的説明であると言っても、．結局のところ「持分」を「請求権」と理解してい
るのである。
　＊　高松和男「持分会計論」昭和44年　p．32
　＊＊　上掲書　p．33
　＊＊＊　上掲書　p．47
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　持分会計を論ずる者は、貸借対照表貸方を「持分」なる概念で統一的に理解しうるとしている。そ
して、「持分」とは何かという問に対しては、「利害」と答える場合も、答えない場合も、結果として
「請求権」という答えが用意されている。だが、つづけて「請求権」とは何かと問うと、答えは用意
されていない。それは「請求権」といういい方でその内容が十分に理解できるから答えが用意されて
いないのであろうか。「請求権」なる用語は本来、法律用語であって、会計用語ではない。したがっ
て、この用語を会計用語として用いるならば、それ相当の用語法が示されていてしかるべきである。
　法律用語としての「請求権」は「その作用が他人の行為（作為または不作為）を要求する権利』＊の
意味に用いられ、『債権は「請求権」の主要なものである。」＊とされている。持分会計を論ずる者に
よれば、会計上いう「持分」と法律上いう「持分」とは異なる用語法であるとされている。＊＊そうす
ると、彼らは「持分」という語を単に言いかえたにすぎない「請求権」なる用語を法律上いう「請求
権」とは異なる用語法であると見ているのかもしれない。しかし、「請求権」の主要なものである債
権は作為または不作為の給付を受ける権利一債務については、それをなす義務一であるが、会計
においては不作為の給付を内容とする債権・債務は資産・負債として取り上げられないことになっ
ている。また、作為の給付を内容とする債権・債務のすべてが資産・負債として取り上げられるわけ
ではない。したがって、持分会計を論ずる者がいう「請求権」は、債権・債務と資産・負債とが関連
する程度または異なる程度に、法律上いう「請求権」と関連または異なっていると推測される。つま
り．、持分会計においていう「請求権」なる用語は法律上いうそれと異なってはいるが、かなり近い意
味に用いられているのではないかと思われる。
　＊　岩波書店「法律用語辞典」昭和12年　p．631
　＊＊　番場嘉一郎「持分会計の基本理論」（近代会計学大系3巻）昭和43年　p．3参照。．
貸借対照表貸方を「持分」なる概念で統一的に理解しようとするとき、少なくとも「貸方」を「株
主持分」と「債権者持分」とに二分して論じられている。
　「債権者持分」とは債権者となる者が企業に対して得た請求権である、とされている。そして、
「債権者持分」は企業の負債を意味する。また、「株主持分」とは株主となる者が企業に対して給付、
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すなわち、投資を行ない、それに対して得た「請求権」である、＊とされている。そして、「株主持分」
は企業の「資本」（資本の部）一以後、資本の部を意味するときには「資本」とする一を意味す
る。
　＊　高松和男　前掲書　p，47参照。
　「債権者持分」についてみると、債権者は、企業の負債に対して、企業の清算および解散に際して
行使しうる「請求権」を有する。また、債権者は、企業が継続している場合においても、企業の負債
に対して「請求権」を有する。このかぎりにおいて「債権者持分」は債権者の企業に対する「請求権」
と理解することができる。しかし、「持分」を「請求権」と解するとき、「株主持分」を株主が企業に
提供した給付に対する「請求権」と理解することに問題が残る。
　「株主持分」を株主が有する「請求権」と理解するとき、継続企業の前提において、株主は確かに
利益配当についての「請求権」を有する。だが、資本の部のうち『資本』についてみると、それは原
則として維持されなければならず、持分会計を論ずる者自身がのべているようにr継続企業において
は、元本の償還は行なわれないのが通常である。』＊それゆえに、株主は継続企業において事実上、
r資本』についての「請求権」を有しないのである。　rただ「株主持分」は企業の清算を仮想すれ
ぽ、究極的には株主の分け前に属するというだけのことである。』＊＊すなわち、株主は残余財産の分
配に際して「請求権」を有するのである。しかし、財務会計は継続企業を前提とするのであって、非
継続企業を前提とするわけではない。したがって、持分会計といえども、継続企業を前提として論じ
なければならないはずである。しかるに、持分会計においては「株主持分」特にr資本』を企業の清
算および解散を仮定するがごとき「請求権」と理解しようとするのである。これはまさに矛盾に満ち
た理論構成であると言わなければならないであろう。
　＊　高松和男　前掲書　p．45
　＊＊　丹波康太郎　前掲書　p．25
　r持分会計論は、まず、その構成内容の一つである「資本会計」の問題として成立した。』＊と言わ
れている。また、rしかし会計理論の発展につれて、いわゆる「資本」および「負債」に同質性をみ
とめ、これらを統一的に解明するための概念として「持分」の概念が成立した………。』＊＊と言われ
ている。ところが、持分会計論では、上に見たように、継続企業を前提とする場合の貸借対照表貸方
に「請求権」と理解される部分と理解されない部分とを混在させることになっている。したがって、
貸借対照表貸方を「持分」概念で統一的に理解しようとしても、その「持分」概念は異なっていて、
かえって貸借対照表貸方を不統一にしか理解しえない皮肉な結果となっている。確かに、「資本」と
「負債」とはある面において統一的に理解できる。それは会計理論の発展につれて明らかになったこ
とではない。両者とも貸借対照表貸方項目であってみれぽ、貸方に記載されることにおいて統一的に
理解できる。貸借対照表は借方に資金の運用面を、貸方に資金の源泉を示しているので、貸方に示さ
れている「資本」および「負債」はともに「資金」であるという面において統一的に理解できる。貸
借対照表貸方項目を統一的に見るならば、「資金」というだけで十分であって、わざわざ「持分」な
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どという不明瞭な概念を持ち出す必要はない。むしろ、そうすることはいたずらに会計理論に混乱を
もたらすだけである。
　＊　高松和男　前掲書　p．3
＊＊@同　　上。
t
皿　「資本」概念
　　　　一『資本』と利益との概念的共通点について一
　資本とは何か。この間に対して、仮に、貸借対照表貸方総額であるとか、資本の部一「資本」部分
であるとか、r利益』と区別される意味での『資本』であるとか、法定資本であるとか、こういった
答えがなされるとすれば、それは単に資本の用語法を規定したにすぎない。それは「資産」とは何か
という問に対して貸借対照表借方総額（ただし、貸方の評価勘定は除く）であると答えるのとまった
く同じである。概念を規定するのであれば、「資産」とは何かという間に対して、たとえぽ、有用性
一価値を有するものであるとか、前払費用であるとか一これらの概念化が正しいかどうかは別とし
rl－、こう陸った答えを期待したいのである。．Lかし、『資本』一ここでは「資本」のうち、特
にr資本』を問題とする一とはいかなる概念で規定する蔦とができるのか、という問に対して答え
を用意している者は少ない。
　複式簿記は財務会計がその目的を遂行するために用いる手段であって、両者は広義の会計に含ま
れ、相互に密接に結びついている。したがって、これらについての理論はまったく別々に構成される
よりも相互に結びつけて構成されうるし、またそうすることは十分に意味があろうと思われる。それ
はr資本』を論ずるときにもいいうる。勘定学説においてはr資本』はある勘定系統に属することに
なるが、そういうことはとりもなおさず「資本』がある概念で規定されうるということに他ならな
い。よって、ここでは勘定学説を基礎において「資本』概念へのアプローチを行なうことにする。
　勘定諸学説をある一面から大別すると一勘定系統説、二勘定系統説、三勘定系統説になる。また別
の面から大別すると、人的勘定学説と物的勘定学説とになる。
　複式簿記の「複式」は英・米語で書けば、Double　entry（複記式）であり、独語で書けば、　doppelte
（複式）である。しかし、複式簿記はすべての取引を貸借複記する理由から「複式」の名を附されて
いるのではない。木村重義教授によれぽ、r複式簿記においてすべての取引が借方・貸方に二重に記
録される己とはもとより当然とされているが、それはむしろ複式簿記の完成前の予備的条件である。
複式簿記の本質はふたつの系統の勘定への二重記録である。』＊とされている。それは貸借対照表およ
び損益計算書がふたつの勘定系統の集合から作成されていることからも明らかである。したがって、
勘定学説といえば、人的二勘定系統説と物的二勘定系統とが問題となる。
　＊　木村重義「要説財務諸表論」昭和42年　p．16　…　　印は筆者。
　人的二勘定系統説について、畠中福一氏は次のように紹介されている。r人的勘定学説はすべての
勘定を人の勘定、すなわち一定の人格者間の貸借関係を表示するものと見るがゆえに、すべての勘定
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は債権者および債務者の勘定なり、したがって勘定によって表現されるところの量的関係は特定人格
間に発生した債権・債務となるのである。………然らば、資本は如何に把握されるか。人的勘定学説
は資本をも特定人格者間の貸借関係と看倣すのであって、この結果、資本は負債と同一概念に帰する
のである。』＊つまり、ここでは「資本」は負債と規定される。
　＊　畠中福一「勘定学説研究」昭和24年　pp．119－120
　「資本」は本質的に負債一「資本」のうちにはr資本』が含まれているので、これをも含めて一
一であるとする見解はかなり有力であるように思われる。この見解は「資本」と負債とを同質的に取
b．扱う場合の前提になっている。つまり、「資本」と負債とを自己資本・他人資本、株主持分・債権
者持分と理解することへの前提となっている。＊確かに、「資本」と負債とはある一面において同質性
を有する。しかし、それを強調しすぎることは、下記において見るように、現代の財務会計がいわゆ
る動態会計と言われ、かつ分配可能利益の算定を行なっていることへの理解に欠ける欠点を有する。
それはそういった理解を導き出す人的二勘定系統説にもとつく欠点でもある。先に見たように、この
勘定学説は企業と所有主との取引を貸・借の関係で説明する。これを帳簿の上に反映せしめるに当っ
て、所有主と企業との二勘定系統をたてて、そのそれぞれを分解系統（Zergliqderungsreihe）に分け
る。（1）所有主勘定一分解系統A（総計勘定）、分解系統Abis（経済勘定一損益勘定の意味）、（2）企
業勘定一分解系統B（総計勘定）、分解系統Bbis（経済勘定＝損益勘定の意味）。　＊＊このように、
人的二勘定系統説は（1）、（2）の勘定を分解系統に分けてはじめて損益計算が可能になるのであって、統
一的・全体的にみた各勘定系統には何の意味もないのである。＊＊＊したがって、この意味のない勘定
系統に基礎をおく勘定学説に基づいて「資本」を負債と規定する見解はまた誤ったものと言えよう。
　　＊　木村重義　　rr資本』概念への探究」企業会計第16巻4号　p．146参照。
　＊＊　畠中福一　前掲書　p．192－196　参照、および、会計学辞典（神戸大学会計学研究室編）昭和30年　p．
　　492参照。
　＊＊＊　畠中福一　前掲書　p．209　参照。
　人的勘定学説rd反抗して物的二勘定系統説が展開されている。その創始者的存在としては、一般に
ヒューグリ、シェアーの名があげられている。ヒューグリ、シェアーの勘定学説はおよそ次のようで
あるe’
　シェ’7一の学説とヒュー’グリの学説とはほとんど同じである。ヒューグリによれば、『複式簿記の
特殊性は、それが財産構成部分に関する計算に純財産に関する計算を対立せしめることに存する。』
＊とのべており、それは、シェアーがいうところの在高勘定系統と資本勘定系統とにあた69。＊＊ヒュ
ーグリはさらにrこの第二の計算は資本勘定およびその下位部分たる損益勘定によって代表される。』
＊＊＊とのべ、また、財産構成部分のなかには負債を消極財産と考え、積極財産とともにに含められて
いる。＊＊＊＊
　　＊　畠中福一　前掲書　p．291
　　＊＊同　上p．302、309、311参照。
　＊＊＊同L上PP・．291－292
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　＊ネ＊＊同　上d．297参照。
　彼らの勘定学説は二勘定系統を財産構成部分（資産・負債）と純財産（資本）とにみている。しか
し、資産と負債とはそれぞれ借記・貸記されて純財産を表わすことを考えれぽ、この二対の勘定系統
はひとつの取引を二重に見ていることにはならないであろう。さらに彼らの勘定学説の欠点は「資本」
勘定の下位部分として損益勘定を見ることである。このことは彼らが複式簿記を一定時点における純
財産の確定の手段とみていることに起因している。複式簿記が財務会計において損益計算の手段とし
て用いられていることを考えるならば、損益勘定を「資本」勘定の下位部分と見るべきではないだろ
う。この点について、ル・クルートは次のようにのべている。rこの学説が在高勘定と成果勘定との
区別の上に樹立されていたならば、その成果は一層大きかったであろう。』＊在高勘定と成果勘定とを
有機的に結びつけて論ずる者にはヒューグリ、シェアーが勘定学説の先駆者のひとりとみるクルツバ
ウェルがいる。＊＊
　＊　畠中福一　前掲書　p，319（Le　Coutre「Buchhaltungstheorien　Handw6rterbuch　der　Betriebswirtshaft，
　　BdH」S．170引用訳。）
　＊＊　畠中福一　前掲書　PP．213－214参照。（Hugli「Buchhaltungs・Studien」1890年　s・134　訳）
　クルツバウェルの勘定学説について、木村重義教授は「クルツバウェルの簿記理論」（小樽経済専
門学校経済研究所編、社会経済研究第6・7合併号、昭和22年12月）、「簿記学説百年史（小樽商科大
学開学記念論文集、第2分冊、昭和25年3月、「会計学研究」昭和31年）、「簿記理論について」（会計
第100巻3号）においてくわしくのべておられる。本稿では、理論を構成することの必要上、この学
説を紹介するが、簡単な要約にとどめる。
　クルツバウェルによれば、複式簿記は在高記録と成果記録とを結合したものである。在高勘定は営
業に属するすべての物的在高すなわち営業財産在高についての勘定であり、＊成果勘定は直接的成果勘
定と間接的成果勘定とに分けられている。＊＊さらに、直接的成果科目として『資本』、委託手数料、
利子、外国貨幣損益、営業費および損益をあげ、間接的成果科目として商品をあげている。＊＊＊彼の
勘定学説は商品を成果勘定に含めてしまう欠点がある。＊＊＊＊しかし、他の部分において秀れ、特に損
益勘定を資本勘定より上位一ただし、貸借対照表を作成するときにはr資本』残高を貸借対照表へ
の振りかえることになるが、それはr資本』勘定を在高記録とみることではない一に見る点におい
て秀れている。すなわち、彼の勘定学説は損益計算に主眼をおいた意味のある勘定学説であるといえ
よう。
　　＊　木村重義「会計学研究」昭和31年　p．267　参照。
　＊＊　同　　上。
　＊＊＊　上掲書　p．268参照。
　＊＊＊＊　上掲書　p．269－270参照。
　彼の勘定学説を利用すれば、r資本』は本質的に利益であると言える。こういったからといって、
『資本』概念がただちに明らかになるとは思われない。次に利益とは何か、ということが問題として
のこるからである。
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　利益とは何か。利益は非常に広い概念である。都合の良いこととか、有利であるとかいうことはす
べて利益である。そのことから言えぽ、経営の有効性であるとか、合目的性であるとか、経済性であ
るとかいったものはすべて利益である。たとえば、経営分析を行なうときに見る資産構成とか資金構
成とかいったものが良い状況にあることは利益である。このような広い概念からやや狭い概念として
は「得をした」とか「もうかった」といったことが利益であり、それが金額で表わされるのは一定の
意味に限定された場合の「利益」である。
　企業が物をただでもらった場合「得をした」とか「もうかった」といったことが金額で表わされる
ならば、それは「利益」である。企業において「資本」一この場合は『資本」であるが一が投下
されたならば、それは何ら対価を支出することなく資産を獲得したことになり、「得をした」、「もう
かった」ことになるであろう。それは「資産受贈益」とか「債務免除益」といった「利益」である。
すなわち、『資本』とはこういった意味の「利益」である、と言えるであろう。それは、これらが「…
　…益」と言うように、まず「利益」として認識され、そののちに、その内部が「利益』かr資本』
かに区別されることからも言える。
　r資本』の上位概念である「利益」は在高記録と成果記録というときの成果にあたる。これらの記
録は互いに結合しているので、一方の増減は他方の増減として表われる。したがって、「利益」は在
高の増加によって表われ、「不利益」は在高の減少によって表われる。すなわち、「利益」は純資産一
一純財産の意味ではなく、個々の資産の意味一の増加額によって認識される。
?
jv　「資本」と「利益」との区分
　　　　一区分への概念的アプロ　一一チー
　r資本』は「利益」概念で規定しえた。また、「資本』と並列的にいうr利益』は「利益」概念で
規定しえる。それは当然と言えぽ当然であるが、『利益』と「利益」とは異なる用語であるので、こ
の言い方は別におかしな言い方ではないであろう。『資本」と『利益』とはともに「利益」であるが、
これらがr資本』、r利益』と言われるからには両者の間にそれ相当の相異が存することも確かであろ
う。
　「原則」・一般原則の3「資本取引・損益取引区分の原則」の規定は『資本』と『利益』との区分
原則である。だが、これらの区分の「基準」は示されていないので、つねにその「基準」が問題とな
っている。
　「基準」とは、慣習上確立されてきた実務を認識し、その中から特性を抽出することによって決定
されるものである。慣習によれば、商品販売益はr利益』であり、額面超過金、払込剰余金、合併差
益、減資差益は『資本』である。
　利益はすでに見たように広い概念で規定される語である。会計で計算される「利益」のうち、商品
販売益はr利益』である。現代の財務会計において行なわれているところを見ると、商品販売益は実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一20－一
?
?現した「利益」であって、しかも分配可能「利益」という意味での「利益」である。r利益』を代表
する商品販売益がこのように言うことができたところから、それを他のr利益』におよぼすこととす
れば、会計上いう『利益』とは分配可能「利益」であると言える。
　　「利益」のうち、資本金および上記の剰余金は『資本』である。この『資本』は払込まれた部分を
主要部分として、すでに実現した「利益」である。しかし、この「利益」は分配してしまって良い
「利益」ではない。仮にそうすることは無意味なだけである。したがって、『資本』は「利益」のう
ちでも特に分配不能「利益」であると言える。
　　『資本』および『利益』と一般に認められているものについて特性を抽出した結果、『利益』は分
配可能「利益」であり、『資本』は分配不能「利益」であると概念規定しえた。そこで、理論上一致
を見ない自己株式売買差益＊および贈与剰余金＊＊について、この概念規定を利用してr資本』かr利
益』かを明らかにしようと思う。
　＊　自己株式の売買差益が「資本』であるとする説は会計学者（丹波康太郎　前掲書　p．159参照、新井清光
　　前掲書　pp．145－147　参照、中村忠「自己株式の買取差額および売却差額」企業会計第14巻2号pp．56－
　　57　参照。）に多いが、r利益』であるとする説は商法学者（西山忠範「株式会社における資本と利益」昭和
　　42年　p，208　参照、および、大住達雄「自己株式の会計」会計第62巻5号　p．57参照。）に多い。
　＊＊　贈与剰余金が『資本』であるか、「利益』であるかは、通常、贈与物件別、目的別、贈与者別に各論者によ
　　って異なって論じられている。
　多くの会計学者によれば、自己株式とは払込済の発行株式を再取得したものであって、他の有価証
券とはまったく異なる性質のものであると考えられていて、その考えに基づいて、自己株式売却差益
は『資本』とみられているのである。わが国において、自己株式を積極的に取得することは制度的に
認められない。しかし、権利の実行等のためにいったん取得した自己株式を処分する場合には「利益」
が多くなるように、なるべく高い価格で再売しようとするのは当然であって、一般の有価証券の場合
と同じである。したがって、自己株式の売却による「利益」は分配可能の「利益」である。
　企業に贈与が行なわれたということは、何の対価をも支出することなく無償で資産を取得したこと
であるから、まさに「利益」である。この「利益」を分配するかどうかは企業の意思による。しか
し、この場合、企業の意思は贈与者の意思によって制約を受ける。したがって、贈与者が維持するこ
とを望んだ「利益」は分配不能であるゆえにr資本』であり、分配することを望んだ「利益」は分配
可能であるゆえに『利益』である、＊ということになる。
　＊　木村重義「資本会計の諸問題」企業会計第16巻5号　pp．129－130　参照、および、「利益と資本一贈与
　剰余金の二つのばあい一」企業会計第21巻5号　pp．7－8　参照。
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